
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農山村地域の新たな土地利用の

枠組み構築に係る論点整理 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１４年８月 
農山村地域の新たな土地利用の枠組み構築に係る有識者懇談会 



論 点 整 理

［農山村固有の魅力の維持・向上と多様な参画の促進が図られる土地利用の枠組みについて］

１ 市町村土地利用調整条例の位置付け

［ねらい］市町村土地利用調整条例により、住民参加の下で、美しい里地、里山の保全・再生及びこれとあい
まって形作られる、農山村らしい住空間の維持・形成に取り組み、農山村固有の魅力の維持・向上を
図る動きを促進する。

① 市町村土地利用調整条例の取組みを拡大
→ 運動論、体制整備

、 、・運動論としての展開は 単に市町村土地利用調整条例という仕組みを拡大していくにとどまらず
農山村地域における景観の形成、新たなコミュニティーづくり等の地域社会のニーズに応えた新
しい課題への取組みを市町村土地利用調整条例に付け加えながらこれを内容的にも発展させてい
くことを視野に入れる。

→ 取組みのインセンティブ（個別規制法との関係 ・・・③と関連）

② 市町村条例は、自主条例と委任条例の組み合わせ
→ 地域の実情に応じた、総合性、柔軟性（→自主条例の特徴）
→ 実効性（委任条例の根拠法で付与 ・・・③と関連）

③ 市町村条例と個別規制法（農地法、農振法等）の関係
→ 二つの考え方があり更に整理・検討

市町村条例及び地区の合意を個別規制法に 市町村条例及び地区の合意に基本的に農地
よる農地等の保全に関する規制に組み込む 等の保全の全てを委ねる

２ 契約的手法による農地等の保全

［ねらい］１のような農山村固有の魅力の維持・向上への取組みの中で、農山村固有の魅力の重要な部分を担
う農地等の保全について地域の主体性を活かしつつ取組みの実効性を高める手段を提供する。

① 景観の保全等の観点からの農地等の保全の強化は重要な課題
→ 地域の特性に応じた取組みを可能とすることが必要

② 現状で単純な規制強化は困難
→ 地区における土地所有者の合意をベースとした契約的手法の導入
→ 一方で農地等の保全のための規制強化については、制度面、実態面の検証を行いつつ、他の土地
利用制度との関係も踏まえ、中期的な検討課題

③ 地区における土地所有者による農地等の保全に関する協定（契約的手法Ⅰ）
→ 継続的・安定的なものとするためには、協定締結後に農地等を取得した者にも協定の効力を適用
可能とするような措置や地域でこれを管理していくための組織づくりが必要
→ 「協定」と個別規制法との関係・・・１－③と同様の論点
・ 協定」は民事的な制度であり、農地等の保全の実効をあげるためには個別規制法の規制力を利「
用する必要があるとの考え方
・全国的な政策目標との整合性を確保するための担保措置を講ずる必要があるとの考え方
→ 「協定」への取組みのインセンティブ
・地区内の土地所有者の利害調整により、一部の土地所有者でなく地区全体がメリットを受けるよ
うな取組み
・ 協定」の法律効果（地区の合意に基づく土地利用（農地等の保全と非農業的利用）の実現、都「
市住民等の受け入れ）
・地域における合意形成をベースとする各種施策への取組円滑化

④ 市町村と土地所有者の間の農地等の保全に関する契約（契約的手法Ⅱ）
→ 以下のような諸点について更に検討・検証が必要であり、土地利用の枠組み構築全体の検討とは
分けて考えるべき
・現行の農地転用規制への影響の検証
・継続的・安定的なものとするための法律構成についての検討
・運用上の様々な課題に対する経済的・社会的な分析の蓄積が不十分

３ 多様な参入のための条件整備

［ねらい］農山村固有の魅力の維持・向上への取組みとして、２のような地域の主体性を生かした契約的手法
、 、 、による農地等の保全を図る取組みの中で 都市と農山村の共生・対流を進めるため 都市住民が農業

農地へ関われるような仕組みを実現する。
① 「農」への多様な関わり方を実現するためには、農地法の権利移動に関する規制の緩和が必要
→ 都市住民等のニーズに対応
→ 耕作放棄の未然防止や再利用による農地の効率的利用

② 農地法の耕作者主義との関係
→ 二つの考え方があり、更に整理・検討

「協定」だけでは不耕作目的の農地の取得 「協定」が結ばれた農地については、実質
を十分に排除できないため、権利移動規制に 的に保全が確保されているため、権利移動規
よる事前チェックを残した上で要件緩和（例 制による事前のチェックなしでも耕作者主義
えば下限面積や通作距離等） は担保可能

③ 多様な参入に伴う弊害防止
→ 参入者の耕作放棄に対しては「協定」に適切な管理及び違反に対する措置を定めることにより対応
→ 転用期待による取得の防止・・・２－③及び３－②と関連
→ 農地の効率的利用や構造政策との関連



論点１ 現状の問題点と、これを踏まえた制度見直しの考え方について

○ 農山村をめぐる国民の価値観の変化、農山村地域における土地利用に関す

る問題点とその原因を踏まえると、市町村が、条例により、地域特性に応じ

住民参加の下で土地利用調整に取り組む中で、農地等の保全・利用に取り組

む条件を整える仕組みを検討する必要がある。

○農山村をめぐる国民の価値観の変化

、「 」 「 」 、・ 日本経済が成熟化する中で ものの豊かさ よりも 心の豊かさ を重視したり

自然や環境の価値をより重視するという国民の価値観の多様化に伴い、農山村が提供

するライフスタイルへの期待が高まっている。

・ ゆとりある美しい生活空間、豊かな自然、伝統文化、農林業を中心とする地域資源

を活用した産業活動が、人と農の営みと自然との共生により形成、維持される場、す

なわち、環境と調和した循環型社会が実現できる場としての農山村への期待が高まっ

ている。

・ 「自分たちの地域の将来は自分たちで考え、自分たちで創っていく」という視点の

下での、地域づくりの活動が、徐々に幅を広げている。

○ 農山村地域における土地利用に関する問題点

、 、① スプロール的開発が行われ農山村の風景にそぐわない建物が出現したり 資材置場

廃車置場等が増えたりすること等により、農山村景観の悪化が進み、日本の原風景と

もいえる農山村の魅力が失われている。

② 耕作放棄地の増加により、多面的機能の発揮に支障が生じるおそれが生じている。

③ 国民の価値観が多様化する中で、都市住民が持つ「農」のある生活といった新しい

ライフスタイルへのニーズに対応できていない。

○ 問題を生んでいる原因

・ 農振法による農用地除外が柔軟に運用されてきており、おおむね３０年間の運用を

通じ、農振法の解釈の範囲が定まっている （①の原因）。

・ 農振法等の個別法による規制では、農山村固有の土地利用上の課題に対応するには

限界がある （①の原因）。

・ 土地利用計画について、地域住民が能動的に参加する仕組みが不十分であり、農地

保全を含めた地域づくりへの住民の積極的な参加意識が希薄である （①②の原因）。

・ 地域特性に応じて市町村が主体的に土地利用に対応できる仕組みの構築が不十分で

ある（条例制定権の問題、財産権の制約、法律の範囲内の問題、市町村に権限のない



規制の存在 （①②③の原因））

・ 現行の農地法第３条では、都市住民の農地の権利取得のニーズについては許可され

ない場合にあたるものが少なくない （③の原因）。

○ 以上を踏まえた今後の対応の考え方

・ 市町村が、地域特性に応じ住民参加の下で土地利用調整に取り組む条件を整え、美

しい里地・里山の保全・再生及びこれとあいまって形作られる、農山村らしい住空間

の維持・形成に取り組み、農山村固有の魅力の維持・向上を図る動きを促進する。

、 、こうした取り組みの中での農地等の保全・利用に関する取組が より実効性を持ち

、 、 、かつ 個別法による規制を含む総体として より柔軟で使いやすい体系となるように

農地法制について、所要の規定の整備を行うことを検討する。 （→ 論点３－１）



論点２ 条例による取組の ①必要性 ②方向 ③内容、対象等 ④効果 について

○ 市町村が条例により取り組む場合の問題点を踏まえると、

・ 運動論的な取組を進める

・ 条例による農地等の保全・利用の取組について、法律の根拠規定をおくと

ともに、市町村が判断する権限を措置する

ことが有効である。

① 必要性

○ 農山村における土地利用の無秩序化の防止への対応方向

・ 土地利用の方向性を具体化する土地利用計画について、地元住民が計画立案へ参画

し、計画が「住民の相互規約」であるという実感を伴うような仕組みとする。

・ 地域特性と開発の態様に応じて規制と誘導を適切に組み合わせる仕組みとする。

○ こうした方向で対応を進める上で、条例による取組が有効な理由

・ 地元住民が主体性をもって計画作成に参画していく仕組みは、法律による全国一律

的な仕組みによるよりも、地域で形作っていく方が、より主体性を確保できると考え

られること

・ 規制と誘導の組み合わせの下で、様々な制度の運用の調整、開発と保全の調整、住

民・事業者・自治体等の多様な立場の協議に基づく調整、さらには望ましい土地利用

に向けて積極的な調整を試みる仕組みとするためには、全国一律の手法に加え、地域

特性に応じたきめ細かい対応が必要であること

② 方向

○ 条例により取り組む場合の問題点

・ 市町村側にとっては、新たな取組であるとともに、地域住民の具体の利害の調整を

図る取組であることから、着手や実施の段階で課題・問題点が多いこと

・ 条例制定権に関する「法律の範囲内」の問題や、財産権の制約の問題が、取組の消

極的要因となる面が考えられること

・ 農振法、農地法の規制については、権限が市町村にないものがあること、また市町

村に権限があっても基準が法定されていることから条例に基づく独自の運用が困難で

あること



○ 問題点を踏まえた、条例による取組促進の方向

・ シンポジウムの開催や情報提供等により、各地域における取組の進め方や体制の分

析、検証、有効な手法についての普及等を図りながら、運動論的な取組を進めていく

必要がある。

運動論としての展開は、単に市町村土地利用調整条例という仕組みを拡大していく

にとどまらず、農山村地域における景観の形成、新たなコミュニティづくり等の地域

社会のニーズに応えた新しい課題への取組を市町村土地利用調整条例に付け加えなが

ら、これを内容的にも発展させていくことを視野に入れる必要がある。

・ 法律において、条例による農地等の保全・利用に関する取組の根拠規定をおき、地

域の実情に応じた実効性を高める手段を提供する必要がある。

、 、・ 法律において 条例による農地等の保全・利用に関する取組が行われている場合に

その地域での農地等の保全・利用について市町村が判断できるような規定の整備を行

う必要がある。 （→ 論点３－１）

③ 内容、対象等

○ 想定している制度の枠組み

・ 自主条例と委任条例の組み合わせにより、地域の実情に応じ、総合的な視点で、農

山村固有の魅力の維持・向上を目指した柔軟かつ実効性のある取組を行うことができ

る仕組みを目指す。

⇒ （条例のイメージ（例）参照）

・ 住民の主体的参加の下で、市町村が農山村固有の魅力の維持・向上を目指した

土地利用計画を定め、その中で農地等を保全すべき区域を指定する。

・ 指定区域内において、農地所有者等の間で、あるいは農地所有者等と市町村が

農地等の保全を約する措置を講ずる。

・ 上の措置を講じた農地等については、農地法、農振法等の規制に係る特別の措

置、権限委譲、適用除外等の必要な措置を講ずる。 （→ 論点３－１）

○ 法律との関係

・ 法律効果の内容と要件、すなわち、法律上の特別の措置を講ずるために必要とされ

る枠組みについては法律に規定する必要がある。

・ 全体の土地利用調整の仕組みや内容、住民参加の方法・形態等の手続き等について

は、市町村が地域の特性に応じて判断すべき事項であり、条例で自主的に定める事項

である。

④ 効果

○ 市町村による取組の有効性

・ 土地利用の整序化については、具体的地域像をイメージしながら住民自身による目

標の設定・価値の創出が重要であり、こうした点において住民により近い組織である

市町村の方が取り組みやすい面がある。



、 、 、 、・ 条例の制定 運用に当たっては 農地サイドの観点 都市サイドの観点等について

総合的な主体である首長の下、一つのセクションで統一的な視点で調整を図ったり、

あるいは関係部局間で具体の現場を見据えつつ調整することとなり、市町村の方が取

り組みやすい面がある。

・ さらに、こうした具体的地域像をイメージしながら、住民参加の下での取組を積み

重ねていくことにより、土地利用の整序化のノウハウも蓄積され、取組の有効性も高

まっていき、現状に比し、一歩一歩着実な前進が図られる。



条例のイメージ（農地等保全協定の場合）

枠 組 み 自 主 条 例 委 任 条 例

目 的 目的の内容

基本方針を定めること

土地利用基本方針 基本方針の規定事項

作成手続き（住民参加等）

計画を定めること

地区の土地 計画の規定事項

利 用 計 画 作成手続き（住民参加等）

各種区域の種別と利用方向

各種区域の指定 ・ ○○区域

ゾーニング ・ △△区域（ ）

・ 農地等保全区域

各種区域の指定手続き

協定を締結すること

農地等 規定事項 … 必要規定事項うち

保全協定 締結の手続き … 必要手続きうち

市町村の認可の条件 … 必要認可条件（観点程度）うち

認可手続き

認可された協定・締結された契

法律上 約の対象農地について、農地法

の効果 等の規制の特別の措置、権限委

譲、適用除外等を行うこと



条例のイメージ（農地等保全契約の場合）

枠 組 み 自 主 条 例 委 任 条 例

目 的 目的の内容

基本方針を定めること

土地利用基本方針 基本方針の規定事項

作成手続き（住民参加等）

計画を定めること

地区の土地 計画の規定事項

利 用 計 画 作成手続き（住民参加等）

各種区域の種別と利用方向

各種区域の指定 ・ ○○区域

ゾーニング ・ △△区域（ ）

・ 農地等保全区域

各種区域の指定手続き

契約を締結すること

農地等 規定事項 … 必要規定事項うち

保全契約 市町村の契約締結の条件 … 必要締結条件（観点程度）うち

認可された協定・締結された契

法律上 約の対象農地について、農地法

の効果 等の規制の特別の措置、権限委

譲、適用除外等を行うこと



運 動 論

・シンポジウムの開催、

情報提供等

事例の分析、検証）（

法の規定の特・

別の措置、権

限委譲、適用

除外等により【自 主 条 例】
幅広く市町村・基本方針
の関心を喚起

・地区計画 等

市

町 法

村 【委 任 条 例】 律

条 効○ 法律効果の要件

例 果・農地等保全協定 ･ 法の規定の特

別の措置、権限又は

委譲、適用除外・農地等保全契約

等のメリット

･「農」への多様な

関わり方が可能に

市町村の判断で市･

町村の定める農用

地利用が可能

↓

農地等の保全

↓

↓

農山村固有の魅力の維持、向上 多様な参画



論点３ 契約的手法の ①必要性 ②内容等 について

○ 農地等の保全への取組強化の手法としては、土地所有者等を当事者とする

契約的手法が適当である。

○ 契約的手法の案としては 「農地等保全協定 「農地等保全契約（転用権の、 」、

譲渡 」が考えられる。）

利害調整の円滑化の観点から、農地等の保全への取組を促進する仕組みが

工夫できないか更に検討、整理が必要である。

① 必要性

○ 農地等の保全への取組強化の手法

・ 現下の農地転用をめぐる状況から農地転用について法制上の規制を直ちに強化する

ことは困難である。

・ 農地等の保全も含めた秩序ある土地利用の確立には、土地所有者の自発的かつ積極

的な取組が重要である。

・ このため、農地等の保全の実効性を高めるための手法として、土地所有者等を当事

者とする契約的手法が適当である。

・ なお、農地等の保全のための規制強化については、制度面、実態面の検証を行いつ

つ、中期的な検討課題とする必要がある。

② 内容等

○ 契約的手法の対象範囲

・ 住民間である程度のまとまりがあり、具体の土地利用をイメージしやすく、合意形

成に比較的取り組みやすい、小学校区、旧市町村、農業集落等を単位に取り組むこと

が想定される。

○ 契約的手法の方向

・ 契約的手法により、地域における土地利用の整序化への取組を進めるためには、土

地利用計画に主体的に参画する中で、住民意識の向上を図りながら、多くの農地等の

所有者間で土地利用調整に向けた合意形成がなされることが有効である。

このため、条例による住民参加の下での土地利用調整への取組の中で、契約的手法

が位置付けられることが重要である。

・ 加えて、多くの農地等の所有者がメリットを受けることとなれば、まとまった形で

取り組みやすく、合意形成後の安定した土地利用を図る上で、より有効な取組みにな

ると考えられる。



○ 契約的手法の案

・ こうした観点から、契約的手法の仕組みの案としては、例えば以下のようなものが

考えられる。

① 「農地等保全協定」

農地等の所有者の間で農地等の保全を内容とする協定を締結し、協定内容が農地

等保全に資すると認められる場合に市町村がこれを認可する。

② 「農地等保全契約（転用権の譲渡 」）

農地等の所有者が市町村との間で、農地等を転用する権利を市町村に譲渡するこ

とにより、所有者の意思だけでは当該農地等を転用できなくなるような契約を締結

する。

○ 契約的手法の実効性

・ 契約的手法について地域での実効性を高めるためには利害調整の仕組みを工夫する

必要があるとの考え方がある。

利害調整の円滑化の観点から、地区の農地等を一括して借り上げて利用目的に沿っ

て配分する方式が考えられないか、その場合に利害調整とあわせて土地利用の調整を

図る組織を整備する必要があるのではないかといったアイデアもあり、地域における

農地等保全の取組促進策について、更なる検討、整理が必要である。

、 、 、・ 協定方式による場合に 協定に沿った土地利用の実現を図るためには 協定を維持

運営する組織づくりが重要である。

この場合、農山村地域における集落や自治会といった既存のコミュニティを活かし

た取組みが考えられる。

・ また、契約的手法による場合、地域においては、農地所有者等の合意により転用規

、 、制緩和の方向での取組に活用することも考えられるため 優良農地の確保の観点から

農振法の方針－計画の体系に適合させることとすべきとの考え方がある。

この点については、全国レベルでの政策目標との整合性の確保の観点からの法律上

の効果の位置付け方をどう考えるかという点とあわせて整理していく必要がある。

（→論点３－１）



論点３－１ 契約的手法に対する法律上の効果の位置付け方について

○ 制度見直しのねらいの確保の観点からは、単なる権限委譲という手法では

十分ではないと考えられる。

○ 適用除外、特別措置という手法については、住民の主体的取組、合意形成

の結果としての契約的手法の拘束力による農地法制の目的達成に対する評価

の相違により考え方が分かれ、今後、さらなる整理が必要である。

○ 具体的な法律上の効果の位置付け方のイメージ

① 「農地等保全協定」の場合

（仕組み）

・ 農地等の所有者等の間で、農地等保全協定を締結する。

・ 協定に、保全区域、転用区域（用途をある程度特定）を定める。

・ 協定内容が、地域の農地等の保全に資すると認める場合に、当該協定を市町村

が認可する。

・ 協定対象の農地に法律上の効果を付与する。

（法律上の効果の位置付け方）

【適用除外】

・ 農地法第３条、第４条、第５条の許可、農振法第１５条の１５の許可の適用

除外

・ 許可不要となるよう規定を整備（ex農地法第３条第１項各号、第４条第１項

に位置付け）

【特別措置】

・ 不許可の例外となるよう規定を整備（ex農地法第３条第２項但し書き、第４

条第２項但し書きに位置付け）

・ 要件緩和を行う（ex農地法第３条第２項各号のうち一定の要件を適用除外）

【権限委譲】

・ 都道府県知事の権限を市町村長（農業委員会）に委譲（ex農地法第３条、第

４条、第５条、第８３条の２、農振法第１５条の１５、１５条の１６）

② 「転用権」の場合

（仕組み）

・ 農地の所有者が市町村との間で 「農地を農地以外のものとする権利」を譲渡、

する契約を締結する。

・ 市町村が「農地を農地以外のものとする権利」を取得した農地について、法律

上の効果を付与する。



（法律上の効果の位置付け方）

①に同じ。

○ 法律上の効果の位置付け方に関する考え方

・ 法律上の効果の位置付け方の案は、適用除外、特別措置、権限委譲の３つに分類さ

れるが、３つのタイプ別に、

① 制度見直しのねらいの観点

② 違反行為に対する実効性確保の観点、特例措置後の法律の適用関係に関する実効

性確保の観点

③ 全国レベルでの政策目標との整合性の確保の観点

から、問題点と考え方について整理を行うと、別表のとおりとなる。

・ なお、別表においては 「農地等保全協定」を活用する仕組みについて整理を行っ、

ている。

○ 取組の継続性、安定性の確保

・ 農地等の保全の確保に契約的手法により取り組む場合に、こうした取組を継続的・

安定的なものとするためには、農地等の所有権の移転が生じた場合に、従前の土地所

有者等の契約関係が承継人にも適用される仕組みとなるよう、承継効を付す必要があ

ると考えられる。



実効性の確保 

（具体的措置の例） 

制度見直しの 

ねらいの確保 違反行為 特例措置後 
全国レベルの政策目標との整合性 

農地法第３条、第４条、第５

条、農振法第１５条の１５の

許可の適用除外 

適

用

除

外 

許可不要となるよう規定を整

備（ex 農地法第３条第１項各
号、第４条第１項各号に位置

付け）  

・ 住民参加の下で地域

の特性に応じ作成され

た土地利用計画に沿っ

た形での 
・ 多様な主体の多様な

形態での 
 
農地の保全・利用が可

能。 

 
考え方１（※） 
契約的手法の拘束力はあ

くまで民事的なものであ

り、法制度上の拘束力とは

比較にならない。 
法制度上の担保規定がない

ことから、適用除外は不可。 
（権利移動規制） 
権利保有者・農地利用状況の

把握が困難となり違反行為

に対する措置のみならず、耕

作権保護の規定や利用集積

措置の適用も困難となるこ

とから、適用除外は不可。 

 
考え方２（※※） 
契約的手法の拘束

力により実効性が

現行制度以上に確

保できる。 
協定当事者の主体性、

転用のハードル、契約

としての拘束力から、

法制度上の担保規定が

なくても、適用除外は

可能。 

 
考え方１（※） 

 
協定終了後は、協定違

反に係る契約上の拘束

力も法的な拘束力もな

くなることから、適用

除外は不可。 

 
考え方２（※※） 
 
協定期間内は現行より

も実質的に拘束力が高

まること、現行法上も

市街化区域内の農地の

ように区域変更に伴う

担保措置のない例もあ

ることから、適用除外

は可能。 

（転用規制関係） 
協定区域内について 
・ 転用する農地は農振除外し

転用許可となるよう 
・ 保全する農地は転用不許可

となるよう 
規定を整備（ex 農振法第１０
条第４項、農地法第４条第２

項但し書きに位置付け；農地

法第４条第２項に位置付け又

は農用地区域内に編入） 

・ 住民参加の下で地域

の特性に応じ作成され

た土地利用計画に沿っ

た形での 
 
農地の保全・利用が可

能。 
特

別

措

置 （権利移動規制関係） 
要件緩和を行う（ex 農地法第
３条第２項各号の要件のうち

一定の要件を適用除外とす

る）。 

・ 要件緩和の内容によ

っては多様な主体の多

様な形態での 
 
農地の保全・利用が可

能。 

法制度上の担保規定の適用を受けることから、特別措

置は可能。 
協定終了後は、復活し

た農地法の許可基準に

よれば、権利取得が認

められない者について

も農地の権利を引き続

き保持することができ、

必ずしも協定期間終了

後の農地の保全・利用

の確保が図られないこ

とから、特別の措置は

不可。 

・ 協定終了後も農地

法制による違反転用

等に対する処分が引

き続き適用されること 
・ 権利移動制限につい

ては、現行の農地法上

も、農業生産法人を除

き、許可後の許可要件

への適合性の確保が

担保されていないこと 
 
等から、特別の措置は

可能。 
 

 
考え方１（※） 
 
全国レベルでの政策目

標との整合性確保が図

られるためには、何ら

かの措置が必要（協定

の市町村の認可の際に

都道府県知事協議等を

法令上位置づけること

等）。 

 
考え方２（※※） 
 
特段の措置は不要（契

約的手法の拘束力によ

り、優良農地が確保さ

れる）。 

権

限

委

譲 

都道府県知事の権限を市町村

長（農業委員会）に委譲（ex
農地法第３条、第４条、第５

条、第８３条の２、農振法第

１５条の１５、第１５条の１

７） 

・ 住民参加の下で地域

の特性に応じ作成され

た土地利用計画に沿っ

た形での 
・ 多様な主体の多様な

形態での 
 
農地の保全・利用が必ず

しも可能とならない。 

法制度上の担保規定の適用を受けることから、権限委

譲は可能。 
協定終了後も違反転用に対する現行法制と同様

の担保規定が適用されるため、権限委譲は可能。 
農振計画変更の際の都道府県知事協議により、

優良農地の確保との整合性が確保される。 



論点３－２ 「転用する権利」と現行転用規制との整合性について

○ 「転用する権利」と現行転用規制との整合性については、考え方が分かれ

るが、今後、さらに整合性の整理が可能であるかどうか検討・整理する必要

がある。

○ 現行転用規制との整合性

・ 今回の制度見直しでは、市町村と農地所有者の間、あるいは農地所有者の間で合意

を経た上で、農地等の保全に関する契約・協定を締結することを通じ、農地所有者が

自発的かつ積極的に農地等の保全に取り組めるような安定的・継続的な枠組みを導入

することを検討している。

・ 「転用する権利」の場合、現行法制度の下では転用が可能な場合にも、市町村が条

例で定めるルールに則って「転用する権利」を農地所有者に譲渡しなければ転用する

ことができず、農地の転用に係る制限は実質的には強化されうると考えられる。

・ このように「転用する権利」については、一定のルールに則って今以上に強い制限

に服することと一体となった仕組みとして構築することができれば、現行法の転用規

制と整合性をとれるとの考え方がある。

・ 一方で、公的主体が「転用する権利」を取得する仕組みを法制上に位置付けること

は、財産権に内在する制約として補償なしに課している現行の農地の転用規制との整

合性を整理することが困難であるとの考え方もあり、今後更なる整理が必要である。

○ 実行可能性

・ 転用目的売買価格がすべての農地に等しく期待されるものではないこと、地域によ

り農地価格や転用需要に差があること、農地価格と転用規制等の法規制との関係につ

いて研究、分析がなされていないことから 「転用する権利」の価格の設定の全国的、

なルール化は困難であると考えられる。



論点４ 多様な主体の参画と耕作者主義、弊害防止策について

○ 「農地を適正かつ効率的に耕作する者に農地の権利取得を認める」という

農地法の精神を確保するための必要な手法については、考え方が分かれる。

今後、法律上の効果の位置付け方の整理とあわせて、更なる整理が必要で

ある。

○ 「耕作者主義」との関係

・ 今回の制度見直しにおいては、農地の農地としての保全・利用の確保を実質的に強

化する枠組みとすることを検討している。

・ 農地法においては、法第３条に定める、①すべて耕作、②常時従事、③下限面積、

④効率的利用（通作距離等）の要件により権利取得しようとする者について一定の判

断を行うという事前チェックを行っている。

・ 今回の検討において、現行制度以上に農地の農地としての保全・利用が確保される

仕組みを構築することができれば、事前チェックを法定基準により行わなくとも、そ

もそも農地を耕作する者しか権利を取得しようとしないような仕組みとなっており、

「農地を適正かつ効率的に耕作する者に農地の権利取得を認める」という、いわゆる

耕作者主義の考え方に適うものとなっているという考え方がある。

・ 一方、法制度上、農地の権利取得の際に、権利取得しようとする者が適格者か否か

審査する仕組みが措置されていないと、農地法の精神が確保されないとの考え方があ

る。

この場合、農地を自ら耕作する者に権利取得を認めるという点を審査により確保す

る必要があるとの考え方に立てば、転貸目的の取得を防ぐような一定程度の従事を担

保する要件及びすべて耕作の要件を確保する必要があると考えられる。

こうした観点に加え、農地を効率的に耕作する者に権利取得を認めるという点も審

査において確保する必要があるとの考え方に立っても、従事要件にあわせて「権利を

、 」取得しようとする土地を効率的に利用して 耕作又は養畜の事業を行うことができる

ことが法制度上確保できれば、通作距離からの判断を要求することや下限面積要件ま

では不要であるとの考え方もある。

・ 要件緩和の手法によるとする場合の農地法の権利取得の要件の取扱いは、多様な主

体の参画の促進という政策的要請と農地法制の目的達成のための要件との調和、整合

性をどのように確保するのかという観点から更なる整理・検討が必要である。

・ さらに、契約的手法を導入して農地の農地としての保全・利用が現行制度以上に確



保される仕組みが構築し得たとしても、構造改善の推進の観点から、担い手への農地

集積を阻害することがないような形でエリアが設定されることを担保する措置が必要

であるとの考え方がある。

○ 弊害防止策

参入者の耕作放棄等、農地の不適切な管理に対しては、以下のような対策が考えられ

る。

・ 協定、契約締結時に、違反行為に対するペナルティ（ex違約金の賦課、契約解除）

を定めることによる抑止策

・ 市町村が、農地を農地以外のものとする権利を取得している場合には、市町村に負

担が生じ、一方で土地所有者がメリットを享受していることを根拠として、何らかの

ペナルティを課すことによる抑止策

・ なお、現状でも、耕作放棄地は増加しており、このため各種の耕作放棄地対策に加

え、効率的かつ安定的な農業経営を目指す農業者に対する農用地の利用集積策が実施

されており、多様な参入に係る耕作放棄についても、こうした施策の対象にもなりう

ると考えられる。



参考１ 

農山村地域の新たな土地利用の枠組み構築に係る 

有識者懇談会（アドバイザリーグループ）委員名簿 
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参考２ 

農山村地域の新たな土地利用の枠組み構築に係る 

有識者懇談会（アドバイザリーグループ）開催履歴 

 

 

第１回会合 

日時：平成１４年６月２０日 １８：００～２０：０５ 

場所：農林水産省第２特別会議室 

 

第２回会合 

 日時：平成１４年７月 ７日 １２：３５～１４：１９ 

場所：神戸市立農業公園研修館２Ｆ会議室大 

 

第３回会合 

 日時：平成１４年７月２２日 １３：００～１４：５６ 

場所：農林水産省第２特別会議室 

 

第４回会合 

日時：平成１４年８月 ２日 １０：０２～１２：０４ 

場所：経済産業省別館１１１１号会議室 


